
（様式１）

部内マネジメント責任者

《　子ども未来部　令和３年度予算見積方針　》　

部長 木村　博

子ども未来部は、健幸都市基本計画の基本方針の一つである「まちの健幸づくり」の推進に向けて、下記事業を実施します。
◆子育て情報アプリの充実を図り、子育て世帯への情報提供を迅速に行うことで、充実した子育てを支援します。
◆子育て支援事業を行い、親同士の交流等、子育ての喜びや悩みを分かち合える環境の充実に努めます。
◆保育所（園）・幼稚園・認定こども園での健康づくりを進めます。

【見　積】令和３年度　当初予算額（一般会計）

所　　属
予算額（千円）

令和３年度予算の特徴歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

予算見積にあたっての基本的な考え方および重点事項
【施策全体の方向性、基本的な考え方】

子ども未来部は、子どもおよび子育ての支援に関する業務、青少年の健全育成に関する業務を行っており、 「子どもの人権が尊重され、子どもと大人がとも
に育ちあい、笑顔輝くまち」、「子ども・若者が自分らしくいきるまち」を目指します。
◆切れ目のない子育て支援
◆就学前教育・保育の充実
◆安心して子育てができる環境づくり
◆子ども・若者の育成支援

【重点事項】

◆安心して妊娠・出産・子育てができるように切れ目のない相談体制の充実を図ります。
◆子育て期の保護者が安心して仕事や子育てが両立できるよう、保育人材の確保・育成に努めます。
◆教育・保育ニーズへの対応として、教育・保育施設の定員確保や幼保一体化（認定こども園）の推進に努めます。
◆児童育成クラブの充実と定員拡大を図り、子どもが安全で安心でき、健やかに育まれる放課後の活動場所の確保に努めます。
◆ひとり親家庭や経済的困窮家庭等への支援の充実に努めます。
◆児童虐待の未然防止と早期発見、早期対応に努めます。
◆「子ども・若者計画」に基づき、子ども・若者を支援する各種事業を展開を推進します。
◆青少年健全育成の推進の充実に努めます。
◆第二期の「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子ども・子育て支援に向けた各種事業を展開します。

【健幸都市づくりの推進に向けた部内の考え方・主な事業】

子ども・若者政策課 640,720 185,074
○多様化する保育ニーズに対応し、待機児童の解消と幼児教育・保育の質の向上に取り
組みます。
○安全・安心な保育環境の確保を図り、良質な就学前教育・保育を提供するため認定こ
ども園等の環境整備や引き続き保育士等の人材確保への支援に取り組みます。
○児童育成クラブ等の子育て支援の充実に取り組みます。
○児童虐待の未然防止と早期発見、早期対応に努めます。
○ひとり親家庭への支援の充実を図り、子どもの貧困対策に取り組みます。
〇妊娠から子育てまで、切れ目ない相談支援を行います。また、子育て世代の交流・仲
間づくり、相談等ができる子育て拠点の充実を図ります。

子ども家庭課 2,952,222 701,931

家庭児童相談室 51,879 30,819

幼児課 1,393,210 1,117,381

幼児施設課 6,366,775 2,237,167

子育て相談センター 322,745 257,025

発達支援センター 876,133 247,859

合　　計 12,603,684 4,777,256

【前年度】令和２年度　当初予算額（一般会計）

所　　属
予算額（千円）

歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

子ども・若者政策課 559,060 150,343

子ども家庭課 2,953,070 698,827

家庭児童相談室 40,829 37,686

幼児課 1,248,123 898,703

幼児施設課 7,180,630 2,116,318

子育て相談センター 312,082 250,486

発達支援センター 838,337 228,929

合　　計 13,132,131 4,381,292

【増　減】　（【見　積】－【前年度】）

所　　属
予算額（千円）

予算額の主な増減理由歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

子ども・若者政策課 81,660 34,731

【子ども・若者政策課】民設児童育成クラブ整備増に係る運営補助金の増
【発達支援センター】発達支援センター内装改修工事による増
【幼児課】保育施設における会計年度任用職員の増員および処遇改善等による人件費の
増
【幼児施設課】民間保育所および、小規模保育施設に係る施設整備費補助金の減。
【子育て相談センター】草津市立北部子育て支援拠点施設の開設にかかる事業費の増

子ども家庭課 ▲ 848 3,104

家庭児童相談室 11,050 ▲ 6,867

幼児課 145,087 218,678

幼児施設課 ▲ 813,855 120,849

子育て相談センター 10,663 6,539

発達支援センター 37,796 18,930

合　　計 ▲ 528,447 395,964



多胎児家庭ホームヘルパー派
遣事業

2,412 806
３歳までの多胎児を養育または妊娠している家庭の身体的、精神的負担を軽減するた
め、家事や育児を支援するヘルパーを派遣する。

養育費確保推進事業 830 440
養育費不払い問題の改善に資する取組として、公正証書等の作成にかかった費用を補
助する。

主要な事業（新規・拡大・重点事業等）　（一般会計および特別会計）

事業名 事業費（千円） 事業概要
一般財源

結婚新生活支援事業 9,143 4,643
結婚に伴う新生活のスタートの支援を拡大し、結婚から妊娠・出産、子育て期までの切
れ目ない支援を行うことで、少子化対策の強化を図る。

草津市立北部子育て支援拠点
施設運営事業

22,572 11,190
草津駅前の市民総合交流センター２階に、草津市北部の中核となる子育て支援拠点施
設を開設し、親子交流および相談事業の強化を図る。

A－B
▲は枠超過

子ども・若者政策課 52,348 52,585 ▲ 237 0 0 0

枠配分額（当該経費に係る予算見積上限額）に対する見積状況

所　　属
一般行政経費（千円） 扶助費（千円）

枠配分額を超過した場合、その理由
A　枠配分額 B　見積額

A－B
▲は枠超過

A　枠配分額 B　見積額

1,747 ▲ 716 2,054 1,823 231

子育て相談センター 127,079 127,073 6 23,288

家庭児童相談室 1,031

23,152 136

2,923

幼児施設課 67,046 65,546 1,500 1,955,267 1,919,036 36,231

幼児課 17,914 19,567 ▲ 1,653 26,504 23,581

65,282

マネジメントの視点による財源配分、事務事業の見直し等の考え方について
少子化対策や労働人口の確保を背景に、子育て世代の転入や、共働き世代の増加に対応するため、子育て期の保護者が安心して仕事や子育てができる環
境を整えるとともに、子どもの発達や特性に応じた質の高い教育・保育の提供を整えることへの財源配分が必要である。
また、妊娠から子育て期までの切れ目ない支援、児童虐待の防止、ひとり親家庭への相談・支援の充実とともに、発達支援等、若者への支援等、多様化する
社会環境の変化に対応する財源配分を行う必要がある。

合　　計 290,523 306,034 ▲ 15,511 2,854,187 2,788,905

【幼児課】幼児の体力向上に向けた検証
事業実施のため。
【発達支援センター】内装改修工事費の
計上のため。

子ども家庭課 14,695 14,695 0 661,397 635,979 25,418

発達支援センター 10,410 24,821 ▲ 14,411 185,677 185,334 343


